
１． 継続事業の前提に関する注記

該当事項はありません。

２． 重要な会計方針

（1）有価証券の評価基準及び評価方法

①満期保有目的の債券…償却原価法(定額法)

②満期保有目的の債券以外の有価証券

ア．時価のあるもの…決算日の市場価格等に基づく時価法(売却原価は

移動平均法により算定)

イ．時価のないもの…移動平均法による原価法

（2）

（3）

（4）引当金の計上基準

① 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末

において発生していると認められる額を計上している。

３． (単位：円)

  定 期 預 金

  投資有価証券

特定資産

　都市化研究準備資金 46,268,337

　為替変動対応事業資金 763,692

　法人管理準備資金 2,664,353

　法人管理運営基金 25,780,031

　為替変動対応管理資金 123,097

75,599,510

75,599,510

119,7581,336,168

76,191,194103,465,933 48,324,771

      小　  計

      合　　計

23,163,202 98,619 0 23,261,821

基本財産

      小　  計

20,000,000 0 0 20,000,000

3,261,8213,163,202 98,619 0

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税込方式によっている。

固定資産の減価償却について

法人税法に規定する定率法による減価償却を実施している。

当期末残高

基本財産及び特定資産の増減及びその残高は、次のとおりである。

前期末残高 当期増加額 当期減少額      科　　目

37,670,487 27,805,556 19,207,706

80,302,731 48,226,152 52,929,373

1,332,829

1,684,822 1,677,427756,297

7,327,968 1,238,455 5,902,070

32,283,286 18,306,086 24,809,341



４． (単位：円)

うち指定正味財
産からの充当額 )(

うち一般正味財
産からの充当額 )

基本財産

  定 期 預 金 20,000,000 0 0

  投資有価証券 0 3,261,821 0

20,000,000 3,261,821 0

特定資産

　都市化研究準備資金 0 19,207,706 0

　為替変動対応事業資金 0 1,677,427 0

　法人管理準備資金 0 5,902,070 0

　法人管理運営基金 0 24,809,341 0

　為替変動対応管理資金 0 1,332,829 0

0 52,929,373 0

20,000,000 56,191,194 0

５． (単位：円)

減価償却累計額

12,486,064

1,187,595

13,673,659

６． 退職給付関係

（1）採用している退職給付制度の概要

確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けている。

（2）退職給付債務及びその内訳 (単位：円)

①退職給付債務 2,205,000

②退職給付引当金 2,205,000

（3）退職給付費用に関する事項 (単位：円)

①勤務費用 162,000

②退職給付費用 162,000

（4）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付債務の計算に当たっては、退職一時金制度に基づく期末自己都合要支給額

を基礎として計算している。

5,902,070

52,929,373

3,261,821

1,332,829

1,677,427

24,809,341

10

合　　計 17,216,711 3,543,052

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は次のとおりである。

科　　目 取得価額 当期末残高

　　建　  物 16,029,106 3,543,042

　　什器備品 1,187,605

76,191,194

(うち負債に対応する額)

      小　  計

      小　  計

      合　　計

      科　　目

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は次のとおりである。

当期末残高

20,000,000

23,261,821

19,207,706

(
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